
令和４年12月  日
財　　 務　　 省

(単位：億円)

令和４年度末 令和５年度末

見　 　込 見　 　込

357,549 381,978 24,429

　うち(株)日本政策金融公庫 236,701 257,241 20,540

 　うち（ 国民一般向け業務 ） 94,248 102,974 8,726

　（ 中小企業者向け業務 ） 64,883 75,765 10,882

　（ 農林水産業者向け業務 ） 32,642 35,819 3,177

 （ 危機対応円滑化業務 ） 41,871 37,402 △4,469

　沖縄振興開発金融公庫 8,919 9,992 1,073

　(株)日本政策投資銀行 111,729 114,145 2,416

　(株)脱炭素化支援機構 200 600 400

335,088 327,534 △7,554

　うち(独)日本高速道路保有・債務返済機構 173,825 166,995 △6,830

　(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構
　（海外業務除く）

47,801 47,457 △344

　　　自動車安全特別会計 5,991 6,921 930

142,617 176,047 33,430

　うち(株)国際協力銀行 89,587 108,088 18,501

　(独)国際協力機構（有償資金協力業務） 43,672 55,688 12,015

　(株)海外交通・都市開発事業支援機構 2,777 3,864 1,087

　(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構 1,144 1,597 453

　(株)海外需要開拓支援機構 1,156 1,236 80

　(独)エネルギー・金属鉱物資源機構 3,326 4,716 1,389

221,237 220,853 △384

　うち(独)日本学生支援機構 63,513 62,912 △601

　（国研）科学技術振興機構 89,591 89,591 －

　(独)福祉医療機構 54,048 54,237 189

436,372 442,415 6,043

　地方公共団体 436,372 442,415 6,043

51,566 43,013 △8,552

1,544,429 1,591,841 47,412

１．この計数は令和４年12月  日現在の見込である。

２．本表は計数整理の結果、異同を生ずることがある。

 ３．日本企業の海外展開支援等

 ４．教育・福祉・医療

 ５．地　方

 ６．残高のみの機関

合   計

（注）

令和５年度末財政投融資計画残高見込

区  分

財政投融資計画残高

増　　減

 １．資金繰り支援や企業の成長力強化等

２.インフラ整備の加速等
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